　　　　令和２年４月１日版
都市計画法施行規則第６０条適合証明申請書類等

	※　お願い

都市計画法施行規則第６０条適合証明の申請については、申請に事前協議が必要なものがある場合や、申請内容によって添付資料が異なりますので、正式な申請をする前に必ず相談していただけるようお願いします




清水町役場都市計画課
様式第32号（第27条関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明申請書

年　　月　　日　

　清水町長　　　　　　　　　様

申請者　住　　所

　氏　　名　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　都市計画法施行規則第60条の規定により、次のとおり建築物等が都市計画法の規定に適合している旨の証明を申請します。

	建築しようとする場所
	

	区域区分
	□　市街化区域
□　市街化調整区域

	用途地域
	

	開発行為の有無
	有　　　無　　　（　　　　　　㎡）

	建築物等の用途
	

	都市計画法上の許可を要さない場合にはその該当条項号及び内容
	該当条項号
	

	
	内容
	

	都市計画法上の許可を受けている場合にはその該当条項、許可の年月日及び番号並びに許可を受けた者の氏名又は名称
	該当条項
	

	
	許可の年月日
及び番号
	

	
	許可を受けた者の
氏名又は名称
	

	※上記のとおり都市計画法の規定に適合していることを証明します。

第　　　号　　

年　　月　　日

清水町長　氏　　　名　 eq \o\ac(□,印)　　


（注）１　※印の欄は記入しないこと。

　　　２　農林漁業者の場合は、その旨の証明書を添付すること。

様式第13号（第22関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
農業を営む者であることの証明書
住　　所

願出人　氏　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先
　下記の者が、農業を営む者であることを証明願います。

記

	建築をする者の住所
	

	建築をする者の氏名
	

	建築をする者の経営主との続柄
	


　清農委証第　　　号

　　上記の願出の者は、農業を営む者であることを証明する。

年　　月　　日

清水町農業委員会長　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)　

都市計画法施行規則第６０条適合証明申請チェック事項
　下記チェック事項を確認の上、下記順に綴り申請してください。
	申請書類
	内容
	チェック事項
	確認欄

	１申請書
	住所・氏名
	住民票上のものとすること。

申請者が町内者でない場合は住民票を添付すること。

申請者が法人の場合は登記簿上のものとし、法人登記簿を添付すること。
	

	
	所在・番地
	　土地登記簿より全筆を記入すること。

　（筆数が多い場合は別紙添付でも可）

　一筆の土地の一部である場合は「123番４の内」と記載すること。
	

	
	区域区分
	　該当する区域区分を明示すること。
	

	
	用途地域
	　該当する用途地域を記載すること。

　市街化調整区域の場合は「指定なし」と記載すること。
	

	
	開発行為の有無
	　「開発行為の許可」を要する区画形質の変更に該当するかどうか、また都市計画法第29条各号に該当するかどうか確認してから明示すること。
	

	
	面積
	　実測面積（小数第2位まで明示、カンマ区切り）を記載すること。

　道路後退線がある場合は、後退線面積も併せて記載すること。（例：実測面積230㎡、道路後退３㎡）
	

	
	建築物等の用途
	　建築確認に記載の用途を記載すること。

　建築用途（配置図にも同様用途を記載）を記載すること。
	

	
	該当条項（号）
	　該当条項を記載すること。
	

	
	内容
	　該当条項に該当する内容を記載すること。
	

	２理由書
	
	　建築について合理的な理由を具体的に記載すること。
　申請者の住所・氏名・押印をすること。
	

	３公的証明
	
	　「農業を営むものの証明・建築確認通知」など申請内容によって建築用途に必要な公的証明書を添付すること。
※　３ヶ月以内に発行された証明書を添付すること
※　具体的な書類はお問い合わせください。※１
	

	４土地登記簿謄本
	
	受付３ヶ月以内に法務局から発行された登記簿謄本を添付すること。
※　申請内容によっては、分筆前の登記簿求める場合もあります。
	

	５位置図
	
	　1:2,500以上の縮尺の白図もしくは都市計画図とすること。白図がない場合はこれに代る案内図（国土地理院・ゼンリン等）を添付すること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。
　敷地の位置（申請地の明示）・形状を記載すること。
	

	６公図写
	
	　申請日３ヵ月以内に謄写した法務局（登記所）保管のものの写しとすること。

　最低でも申請地隣接地まで転写すること。

　申請地の範囲を色枠で囲むこと。

　道路敷を赤色、水路敷を水色で着色すること。

　字界、小字、地番を明示すること。

　謄写年月日、謄写場所、謄写者名を記載し、謄写者の押印をすること。

　方位、縮尺の記載をすること。
	

	７敷地現況図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　申請敷地の範囲を色枠で囲み、境界名を明示すること。（例：道路境界線、水路境界線、隣地境界線、内表示境界線等）なお、道路境界及び水路境界は対側側も記載すること。
　接続道路及び水路の種類（管理者）及び幅員を記載すること。なお、位置指定道路の場合は、指定年月日・指定番号を記載すること。

　既存建築物及び工作物（見切り・擁壁・ブロック塀など）を記載すること。

　地盤高（申請地及び隣地）の記載をすること。なお、基準点を設けた場合は位置を記載すること。

　写真撮影位置番号及び写真方向を記載すること。
	

	８計画配置図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　申請敷地の範囲を色枠で囲み、境界名を明示すること。（例：道路境界線、水路境界線、隣地境界線、内表示境界線等）なお、道路境界及び水路境界は対側側も記載すること。また、周囲の辺長も記載すること。
　接続道路及び水路の種類（管理者）及び幅員を記載すること。なお、位置指定道路の場合は、指定年月日・指定番号を記載すること。

　申請建築物及び工作物（見切り・擁壁・ブロック塀など）、既存・新設の別を記載すること。

　申請建築物上に建物用途を記載すること。
　申請建築物用途、敷地面積、建築面積、建蔽率、容積率を欄外に表形式で記載すること。

　道路、河川占用が必要な場合は許可年月日、許可番号を記載すること。（もしくは、道水路管理者（建設課）と協議し、協議日と占用許可申請予定と記載すること。）
　切土・盛土の有無を記載し、有りの場合は着色（切土＝黄色、盛土＝赤色）すること。また、申請敷地面積が300㎡を超える場合は切土・盛土求積図を添付すること。

　地盤高（申請地及び隣地）の記載をすること。なお、基準点を設けた場合は位置を記載すること。

　縦横断面線を記載し、隣地境界部分に地盤高を記載すること。（申請建築物上で切ること。）また、切土・盛土がある場合は、原則として最大部分を２方向で切ること。
	

	９縦横断面図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　申請敷地の範囲を色枠で記載し、境界名を明示すること。（例：道路境界線、水路境界線、隣地境界線、内表示境界線等）なお、道路境界及び水路境界は対側側も記載すること。また、断面図上に道路境界線がかかっている場合はその旨も記載すること。
　接続道路及び水路の種類（管理者）及び幅員を記載すること。なお、位置指定道路の場合は、指定年月日・指定番号を記載すること。

　申請建築物及び工作物（見切り・擁壁・ブロック塀など）、既存・新設の別を記載すること。

　申請建築物上に建物用途を記載すること。

　地盤高（申請地及び隣地）の記載をすること。（計画平面図の縦横断面線記載の地盤高と一致すること。）

　切土・盛土有りの場合は着色（切土＝黄色、盛土＝赤色）し、最大値を記載すること。
	

	10求積図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　原則として三斜求積により倍面積で計算し、最終値は小数第２位までとすること。（座標求積の場合は、座標値が正しい旨の測量士の証明を添付すること。）
　道路後退線がある場合は、申請敷地と区分して求積すること。

　周囲の辺長を記載すること。
	

	11建物平面図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。
	

	12建物立面図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。
　２方向（できれば４方向）作成すること。

　建替えなどの場合は最高高の記載をすること。
	

	13写真
	
	　２方向以上のカラー写真とすること。（地盤の状況・接続道路・申請地境界等がわかるもの）
　申請敷地を赤色で囲むこと。
	

	14その他
	既存建築物の建替えの場合
	以下の新旧対照表を添付すること。


	

	
	用途

構造

敷地

面積

建築

面積

延床

面積

建蔽率

容積率

新

㎡

㎡

㎡

%

%

旧

㎡

㎡

㎡

%

%

倍率

倍


	

	
	その他、申請内容により、添付書類を求める場合があります。
	


※１　公的証明の例
	法29条第１項第２号

農家住宅・農業用倉庫
	・　農業を営む者であることの証明書
・　農地の場合は農地転用許可証又は農地転用受付証明書

	法29条第１項第３号

公益上必要な施設
	・　法29条第１項第３号に適合することがわかる書類

　（ご相談ください。）

	法43条第１項本文
既存建築物の建替え
	・　既存建築物が都市計画法上、適法に建築されていることを示す書面
　＊　線引き（昭和47年５月８日）前建築

　　・　建物登記簿謄本、建築確認通知、家屋評価証明書　等

　＊　線引き（昭和47年５月８日）後建築

　　・　建物登記簿謄本、法43条許可証、建築確認通知、規則60条適合証明　等

・　新旧対照表


